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株　主　各　位

　拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第134期定時株主総会を下記により開催いたしますから、ご出席くださいますよう
ご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面または電磁的方法（インターネット等）により議決権
を行使することができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、
次頁の案内に従って議決権をご行使くださいますようお願い申しあげます。

敬　具　
記

１．日　　　時 平成27年６月23日（火曜日）午前10時
２．場　　　所 東京都中央区新川二丁目27番１号

東京住友ツインビルディング東館 13階当社会議室
３．会議の目的事項

報 告 事 項 １. 第134期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）事業報告、連結
計算書類ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結果報
告の件

２. 第134期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）計算書類報告の
件

決 議 事 項
第１号議案 取締役10名選任の件
第２号議案 監査役３名選任の件

以　上　
（お 願 い）当日ご出席の場合は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよう

お願い申しあげます。
（お知らせ）・�本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、連結計算書類の「連結注記表」および計算書類の 

｢個別注記表」につきましては、法令および定款第14条の規定に基づき、当社ホームページ
（http://www.sumitomo-chem.co.jp/）に掲載しておりますので、本招集ご通知添付書類には
記載しておりません。

・�本招集ご通知添付書類および株主総会参考書類の内容について、株主総会の前日までに修正すべ
き事情が生じた場合は、当社ホームページ（http://www.sumitomo-chem.co.jp/）において、
修正後の事項を掲載いたしますので、あらかじめご了承ください。

第134期定時株主総会招集ご通知

証券コード　4005
平 成 2 7 年 ６ 月 １ 日

東 京 都 中 央 区 新 川 二 丁 目 27 番 １ 号

住 友 化 学 株 式 会 社
社　長　 十 倉 雅 和

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
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【議決権行使についてのご案内】

１．議決権行使書郵送による議決権行使
　　�同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成27年６月22日（月曜日）

までに当社株主名簿管理人に到着するようご返送ください。

２．インターネットによる議決権行使
インターネットにより議決権を行使していただくためには、次のシステム環境が必要です｡

①�パソコンを用いて議決権行使される場合は、画面解像度800×600ドット以上、Internet Explorer 
5.01 SP2以降、Cookieを有効にしていること。

②�携帯電話を用いて議決権行使される場合は、使用する機種が、128bitSSL通信（暗号化通信）が可
能な機種であること｡（なお、スマートフォンを含む携帯電話のフルブラウザ機能を用いた議決権
行使も可能ですが、機種によってはご利用いただけない場合があります｡）

	（1）	� 議決権行使ウェブサイト（http://www.web54.net）にアクセスしていただき、同封の
議決権行使書用紙に表示された議決権行使コードおよびパスワードをご利用のうえ、画面
の案内に従って、平成27年６月22日（月曜日）午後５時までに議案に対する賛否をご登
録ください。

	（2）	� インターネットによる議決権行使が複数回なされた場合（パソコンと携帯電話で重複して
なされた場合を含む）は、最後に行われたものを有効な議決権行使として取り扱わせてい
ただきます。

	（3）	� 議決権行使書郵送による議決権行使とインターネットによる議決権行使が重複してなされ
た場合は、インターネットによるものを有効な議決権行使として取り扱わせていただきま
す。

	（4）	� 議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際のプロバイダへの接続料金、通信事業者への
通信料金等は、株主様のご負担となります。

		�  インターネットによる議決権行使に関してご不明な点につきましては、下記にお問い合わ
せくださいますようお願い申しあげます。

	 	 株主名簿管理人：三井住友信託銀行株式会社　証券代行ウェブサポート
	 	 　　　　　　　　専用ダイヤル　　　　　0120－652－031（午前９時～午後９時）

３．機関投資家向け議決権行使プラットフォームについて
　　�管理信託銀行等の名義株主様（常任代理人様を含みます｡）につきましては、株式会社東京

証券取引所等により設立された合弁会社（株式会社ICJ）が運営する機関投資家向け議決権
電子行使プラットフォームの利用を事前に申し込まれた場合、当社株主総会における電磁的
方法による議決権行使の方法として、上記のインターネットによる議決権行使以外に、当該
プラットフォームをご利用いただくことができます。
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添　付　書　類

事 業 報 告 （平成26年４月 １ 日から
平成27年３月31日まで ）

1.　企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過およびその成果
　当期の経済情勢は、国内では、消費税増税以降、個人消費に弱さが見られるものの、さらなる
円安の進行、原油価格の急落等により、企業業績が改善し、設備投資や輸出が増加いたしまし
た。海外では、中国その他新興諸国の経済成長が力強さを欠き、また、欧州経済の持ち直しも弱
い動きにとどまりましたが、米国では堅調な景気回復が続いたことから、国内外の経済は全体と
して緩やかな回復基調となりました。
　当社グループを取り巻く事業環境につきましては、一部に市況・出荷の低迷が長引く状況もあ
りましたが、上記の経済情勢を背景に、総じて堅調に推移いたしました。

　このような状況の下、当社グループは、販売価格の是正、販売数量の拡大に引き続き注力する
とともに、徹底した合理化によるコスト削減に取り組み、全社を挙げて業績改善に努めてまいり
ました。
　この結果、当社グループの当期の売上高は、前期に比べ1,329億円増加し、２兆3,767億円と
なりました。損益面では、営業利益は1,273億円、経常利益は1,574億円、当期純利益は522億
円となり、それぞれ前期に比べ増加いたしました。
　当社単独では、売上高は9,007億円、当期純利益は364億円でありました。

　当期の期末配当につきましては、１株につき３円として実施させていただくことといたしまし
た。これにより、中間配当（１株につき６円）を含めました、当期の年間配当は、前期と同額の
１株につき９円となっております。
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　部門別の状況は、次のとおりであります。

	（基礎化学部門）
　メタアクリルは出荷の増加や市況の上昇により販売が増加しました。アルミニウムも市況の上
昇により販売が増加しました。一方、合成繊維原料は市況の低迷が続き、出荷も減少しました。
また、円安による在外子会社の邦貨換算差の影響もありました。この結果、売上高は前期に比べ、
251億円増加し3,120億円となりましたが、営業損益は前期に比べ105億円改善したものの、４
億円の損失となりました。

	（石油化学部門）
　当期後半の原料価格の下落により、石油化学品の市況は下落しました。合成樹脂は市況の下落
はありましたが、シンガポールや国内の出荷が増加しました。また、円安による在外子会社の邦
貨換算差の影響もありました。この結果、売上高は前期に比べ、141億円増加し8,062億円とな
り、営業利益は前期に比べ、163億円増加し212億円となりました。

	（情報電子化学部門）
　液晶ディスプレイ材料である偏光フィルムやタッチセンサーパネルは、販売価格は下落しまし
たが、需要の増加により出荷が増加しました。また、円安による在外子会社の邦貨換算差の影響
もありました。この結果、売上高は前期に比べ、429億円増加し4,051億円となりました。一方、
販売価格下落の影響により、営業利益は前期に比べ、25億円減少し324億円となりました。

	（健康・農業関連事業部門）
　メチオニン（飼料添加物）は市況の回復により販売が増加しました。農薬は消費税増税等の影
響により国内出荷が減少しましたが、海外では拡販により出荷が増加しました。更に、円安によ
る影響もあり、この結果、売上高は前期に比べ、354億円増加し3,624億円となり、営業利益は
前期に比べ、187億円増加し569億円となりました。
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	（医薬品部門）
　北米では、独占販売期間の終了により、ルネスタ（催眠鎮静剤）の出荷が大きく減少しました
が、ラツーダ（非定型抗精神病薬）の出荷拡大に加え、円安の影響もあり、増収となりました。
中国ではメロペン（カルバペネム系抗生物質製剤）の出荷が大きく伸長しました。一方、国内で
は薬価改定や後発品の影響により販売が大幅に減少しました。この結果、売上高は前期に比べ、
152億円減少し4,036億円となり、営業利益は前期に比べ、181億円減少し290億円となりまし
た。

	（その他）
　上記５部門以外に、電力・蒸気の供給、化学産業設備の設計・工事監督、運送・倉庫業務、物
性分析・環境分析等を行っております。また、当期にはラービグ リファイニング アンド ペトロ
ケミカル カンパニー向けの役務提供が含まれております。これらの売上高は前期に比べ、306 
億円増加し875億円となり、営業利益は前期に比べ、73億円増加し157億円となりました。

　設備投資の状況につきましては、次のとおりであります。
　当期は、生産設備の新増設、更新および合理化など総額842億円の投資を行いました。
　当期に完成した主要設備は、健康・農業関連事業部門での米国子会社の微生物農薬原体製造設
備（新設）であります。
　また、当期建設中の主要設備は、情報電子化学部門での当社の新型偏光板製造設備（新設）、
石油化学部門での当社の千葉工場再構築に関連した諸設備（新設）であります。

　資金調達の状況につきましては、次のとおりであります。
　当期の資金需要に対応するため、銀行借入および社債の発行を中心に資金調達を行いました。
なお、期末借入金残高（社債、コマーシャル・ペーパーを含む）は前期に比べ944億円減少し、
9,802億円となりました。
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（2）対処すべき課題
　今後の経済動向につきましては、国内は、雇用・所得環境の改善傾向が続く中、引き続き、緩
やかな回復基調にて推移するものと思われます。海外では、米国経済の着実な回復が今後も続く
と見られる一方で、米国の金融政策正常化に向けた動きの影響や、中国その他新興諸国、欧州の
先行きなど、リスク要因も多く存在し、楽観はできないものと思われます。

　当社グループを取り巻く事業環境につきましても、原材料価格の変動や製品市況の動向など、
先行き不透明な要因があり、引き続き、市場環境を注視するとともに、環境変化に前広に対応し
ていくことが重要であると考えております。

　このような状況の下で、当社グループは現行の中期経営計画（2013年度～2015年度）の目
標達成に総力を挙げて取り組んでおります。この中期経営計画は、本年10月に開業100周年を
迎える当社グループが次の100年間も発展を継続していくための「強固な経営基盤づくり」の期
間と位置づけ、「Change and Innovation －for the next hundredth anniversary－」のスロー
ガンの下、事業構造、事業分野、企業風土を変革し、経営目標の達成を目指して、以下に示す５
つの重要経営課題に取り組むものでございます。
　2015年度は、この中期経営計画の最終年度であり、事業ポートフォリオの高度化や有利子負
債の削減など、目標必達に向けた総仕上げを行ってまいります。また、次の100年に向けた一歩
となる次期中期経営計画の策定にも注力してまいります。

（1）事業構造改善の断行
　スペシャリティケミカル領域の事業拡大とバルクケミカル領域の事業再構築に取り組み、
事業ポートフォリオの高度化を推進し、事業環境に大きく左右されることなく、安定した収
益とキャッシュフローを生み出す経営基盤の構築を目指してまいります。

（2）強固な財務基盤の構築
　有利子負債残高を9,000億円未満に抑制するという目標の下、①合理化および大型投資案件
からの収益の確実な回収による収益性の改善、②投資の厳選による投資キャッシュフローの
抑制、③資金回収期間の短縮による資産効率向上の３つの取り組みを進めてまいります。
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（3）次世代事業の開発
　環境・エネルギー、ICT（情報・通信技術）、ライフサイエンスの３分野に重点的に取り組
む方針を継続し、当社の強みを生かした研究テーマをより的確に見定めるとともに、激しい
競争に打ち勝つ事業の創出につながるコア技術にリソースを集中してまいります。

（4）グローバル経営の深化
　国境・国籍を越えた、事業の最適な組み合わせの実現に引き続き取り組むとともに、世界
４極（中国、東南アジア・オセアニア、米州、欧州）に設置した地域統括会社を中心に、当社
グループのグローバルなビジネス展開をサポートする体制を整えてまいります。

（5）コンプライアンスの徹底、安全・安定操業の維持
　コンプライアンスと安全・安定操業は当社グループが持続的に発展していくための最も基
本的な要素で、経営の根幹をなすものであるとの認識に立ち、引き続き、国内外のグループ
全体のコンプライアンス体制の維持・強化を図るとともに、安全・安定操業向上の施策に取
り組んでまいります。

　株主の皆様におかれましては、今後とも、ご支援、ご協力を賜りますよう、よろしくお願い申
しあげます。
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（3）財産および損益の状況
	 ①企業集団の財産および損益の状況の推移

区　　分
第131期 第132期 第133期 第134期

（平成23年４月１日から
平成24年３月31日まで）（平成24年４月１日から

平成25年３月31日まで）（平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで）（平成26年４月１日から

平成27年３月31日まで）
売 上 高 （億円） 19,479 19,525 22,438 23,767
経 常 利 益 （億円） 507 503 1,111 1,574
当 期 純 利 益 （億円） 56 △511 370 522
１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 ３円42銭 △31円25銭 22円62銭 31円93銭
純 資 産 （億円） 7,209 7,475 9,345 11,182
総 資 産 （億円） 23,370 24,721 27,885 28,804
連 結 子 会 社 145社 162社 164社 167社
持 分 法 適 用 会 社 36社 32社 35社 34社

	 ②当社の財産および損益の状況の推移

区　　分
第131期 第132期 第133期 第134期

（平成23年４月１日から
平成24年３月31日まで）（平成24年４月１日から

平成25年３月31日まで）（平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで）（平成26年４月１日から

平成27年３月31日まで）
売 上 高 （億円） 7,761 7,383 8,493 9,007
経 常 利 益 （億円） 204 86 314 968
当 期 純 利 益 （億円） △103 △814 179 364
１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 △６円27銭 △49円74銭 10円97銭 22円28銭
純 資 産 （億円） 3,170 2,273 2,491 2,879
総 資 産 （億円） 14,223 14,226 15,177 14,742
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（4）主要な事業内容　（平成27年３月31日現在）
事　業　部　門 主　要　な　製　品　・　事　業

基 礎 化 学 部 門 無機薬品、合繊原料、有機薬品、メタアクリル、アルミナ製品、
アルミニウム、機能性材料、添加剤、染料等

石 油 化 学 部 門 石油化学品、合成樹脂、合成ゴム、合成樹脂加工製品等
情 報 電 子 化 学 部 門 光学製品、カラーフィルター、半導体プロセス材料、電子材料、

化合物半導体材料、電池部材、タッチセンサーパネル等
健康・農業関連事業部門 農薬、肥料、農業資材、家庭用・防疫用殺虫剤、熱帯感染症対策資材、

飼料添加物、医薬化学品等
医 薬 品 部 門 医療用医薬品、放射性診断薬等

　�　上記以外に、「その他」の事業として、電力・蒸気の供給、化学産業設備の設計・工事監督、運送・倉
庫業務、物性分析・環境分析業務等を行っております。

（注）‌�平成27年４月１日付で、「基礎化学部門」および「石油化学部門」の事業を石油化学事業とエネルギー・機能
材料事業に再編し、両事業部門を「石油化学部門」と「エネルギー・機能材料部門」に改組しております。 
改組後の「石油化学部門」は石油化学品、無機薬品、合繊原料、有機薬品、合成樹脂、メタアクリル、合成樹
脂加工製品等を主要な事業とし、「エネルギー・機能材料部門」はアルミナ製品、アルミニウム、機能性材料、
添加剤、染料、合成ゴム等を主要な事業とします。

（5）主要な事業所　（平成27年３月31日現在）
	 ①当社

本 　 　 　 社 東京、大阪
営 　 業 　 所 東京、大阪、名古屋支店、福岡支店
工 　 　 　 場 愛媛工場、千葉工場、大阪工場、大江工場（愛媛）、大分工場（大阪、岡山、岐阜）、

三沢工場（青森）
研 　 究 　 所 生産安全基盤センター（愛媛）、工業化技術研究所（大阪、愛媛、千葉）、

有機合成研究所（大阪）、生物環境科学研究所（大阪）、筑波開発研究所（茨城）、
先端材料探索研究所（茨城）、基礎化学品研究所（愛媛、大阪）、
石油化学品研究所（千葉）、情報電子化学品研究所（大阪、愛媛、茨城）、
健康・農業関連事業研究所（兵庫、大阪）

（注）	 １．	�平成26年４月１日付で「大阪工場」の組織でありました「歌島試製部」、「岡山プラント」および「岐阜プ
ラント」を「大分工場」の組織としております。

	 ２．	�平成27年４月１日付で、「エネルギー・機能材料研究所」を新設し、「基礎化学品研究所」および「有機合
成研究所」を廃止いたしました。「基礎化学品研究所」の研究開発機能については、主に「エネルギー・機
能材料研究所」に移管しております。「有機合成研究所」の研究開発機能については、事業部門研究所およ
び筑波地区研究所（「筑波開発研究所」および「先端材料探索研究所」）に移管・統合しております。
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	 ②重要な子会社
国 　 　 　 内 大日本住友製薬株式会社（大阪、東京、三重、愛媛、大分）

日本エイアンドエル株式会社（大阪、愛媛、千葉）
日本メジフィジックス株式会社（東京、兵庫、千葉）
住友共同電力株式会社（愛媛、高知）
広栄化学工業株式会社（大阪、東京、千葉）
住化中東株式会社（東京）
田岡化学工業株式会社（大阪、兵庫、愛媛）
住友ケミカルエンジニアリング株式会社 （千葉、大阪、愛媛）
日本オキシラン株式会社（東京、千葉）

海 　 　 　 外 米 国 スミトモ ケミカル アメリカ インコーポレーテッド
ベーラント U.S.A. コーポレーション
ベーラント バイオサイエンス コーポレーション
ペース インターナショナル LLC
マクローリン ゴームレイ キング カンパニー
サノビオン ファーマシューティカルズ インコーポレーテッド
ボストン バイオメディカル インコーポレーテッド
スミカ エレクトロニック マテリアルズ インコーポレーテッド
スミカ ポリマー コンパウンズ アメリカ インコーポレーテッド

英 国 ケンブリッジ ディスプレイ テクノロジー リミテッド
スミトモ ケミカル (U.K.) plc

フ ラ ン ス フィラグロ フランス S.A.S. 
ポ ー ラ ン ド スミカ セラミックス ポーランド Sp. z o.o.
サウジアラビア ラービグ コンバージョン インダストリー マネージメント サービス カンパニー
イ ン ド スミトモ ケミカル インディア プライベート リミテッド
シ ン ガ ポ ー ル スミトモ ケミカル シンガポール プライベート リミテッド

スミトモ ケミカル アジア プライベート リミテッド
ザ ポリオレフィン カンパニー(シンガポール)プライベート リミテッド

韓 国 東友ファインケム株式会社
SSLM株式会社

台 湾 住華科技股份有限公司
中 国 住化電子材料科技（重慶）有限公司

住友制葯（蘇州）有限公司
住化電子材料科技（無錫）有限公司
大連住化金港化工有限公司
住化華北電子材料科技（北京）有限公司
住化電子材料科技（西安）有限公司
住化電子材料科技（合肥）有限公司
珠海住化複合塑料有限公司
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（6）重要な子会社の状況　（平成27年３月31日現在）
会　　　　社　　　　名 資本金 議決権比率 主要な事業内容

％
千ポンド

CDT ホールディングス リミテッド 180,011 100.00 ケンブリッジ ディスプレイ テク
ノロジー リミテッドに対する投資

千ポンド
ケ ン ブ リ ッ ジ デ ィ ス プ レ イ 
テ ク ノ ロ ジ ー リ ミ テ ッ ド

176,216 100.00
（100.00）

高分子有機EL材料およびデバイス
の研究開発・ライセンス

千米ドル
ス ミ ト モ ケ ミ カ ル シ ン ガ ポ ー ル 
プ ラ イ ベ ー ト リ ミ テ ッ ド

275,838 100.00 シンガポールにおけるMMAモノ
マー・ポリマーの製造販売事業の
統括、化学製品の販売

千米ドル
ス ミ ト モ ケ ミ カ ル ア メ リ カ 
イ ン コ ー ポ レ ー テ ッ ド

253,794 100.00 米国における関係会社に対する投
資ならびに化学製品の販売

千米ドル
ス ミ カ ポ リ マ ー ズ ア メ リ カ 
コ ー ポ レ ー シ ョ ン

222,544 100.00
（100.00）

－

百万ウォン
東 友 フ ァ イ ン ケ ム 株 式 会 社 263,194 100.00 半導体・液晶表示板用プロセスケミ

カル、光学フィルム、タッチセン
サーパネルおよび液晶表示板関連 
カラーフィルター等の製造・販売

千人民元
住化電子材料科技（重慶）有限公司 153,707 100.00

（60.00）
液晶パネル用プロセスケミカルの
製造・販売、およびその他液晶・
半導体関連材料の販売

千米ドル
ベーラント U.S.A. コーポレーション 242,574 100.00 農薬等の開発・販売

千米ドル
ベ ー ラ ン ト バ イ オ サ イ エ ン ス 
コ ー ポ レ ー シ ョ ン

129,344 100.00
（100.00）

生物農薬等の製造・販売

千米ドル
ペ ー ス イ ン タ ー ナ シ ョ ナ ル LLC 62,443 100.00

（100.00）
ポストハーベスト剤等の販売、処
理サービス等の提供

千米ドル
マ ク ロ ー リ ン ゴ ー ム レ イ 
キ ン グ  カ ン パ ニ ー

25,338 86.50
（86.50）

家庭用および業務用殺虫剤の開
発・製造・販売

百万円
日本シンガポール石油化学株式会社 23,877 78.62 ペトロケミカル コーポレーション 

オブ シンガポール（プライベート） 
リミテッドに対する投資

百万円
大 日 本 住 友 製 薬 株 式 会 社 22,400 50.22 医療用医薬品の製造・販売

千米ドル
ダ イ ニ ッ ポ ン ス ミ ト モ フ ァ ー マ 
ア メ リ カ ホ ー ル デ ィ ン グ ス 
イ ン コ ー ポ レ ー テ ッ ド

1,558,914 100.00
（100.00）

サノビオン ファーマシューティカ
ルズ インコーポレーテッドに対す
る投資
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会　　　　社　　　　名 資本金 議決権比率 主要な事業内容
％

千米ドル
サノビオン ファーマシューティカルズ 
イ ン コ ー ポ レ ー テ ッ ド

1,693,891 100.00
（100.00）

医療用医薬品の製造・販売

千米ドル
ボ ス ト ン バ イ オ メ デ ィ カ ル 
イ ン コ ー ポ レ ー テ ッ ド

126,230 100.00
（100.00）

医療用医薬品の研究・開発

千人民元
住 友 制 葯（ 蘇 州 ） 有 限 公 司 265,388 100.00

（100.00）
医療用医薬品の製造・販売

千人民元
住化電子材料科技（無錫）有限公司 1,276,517 100.00

（10.00）
液晶用偏光フィルムおよびその他
液晶パネル用部材の製造・販売

百万台湾ドル
住 華 科 技 股 份 有 限 公 司 4,417 84.96 液晶用偏光フィルム原反および加

工品、液晶表示板用カラーフィル
ターの製造・販売

千人民元
大 連 住 化 金 港 化 工 有 限 公 司 1,036,000 80.00 高機能農業用ハウスフィルムの製

造・販売
千米ドル

ス ミ ト モ ケ ミ カ ル ア ジ ア 
プ ラ イ ベ ー ト リ ミ テ ッ ド

150,565 100.00 石油化学品等の製造・販売

百万ウォン
Ｓ Ｓ Ｌ Ｍ 株 式 会 社 120,000 81.76 サファイア基板の製造・販売

千ポーランドズロチ
ス ミ カ エ レ ク ト ロ ニ ッ ク  
マ テ リ ア ル ズ ポ ー ラ ンド Sp. z o.o.

299,700 100.00 －

百万円
日本シンガポールポリオレフィン株式会社 8,400 95.71 ザ ポリオレフィン カンパニー（シ

ンガポール） プライベート リミ
テッドに対する投資

千米ドル
ザ ポ リ オ レ フ ィ ン カ ン パ ニ ー

（シンガポール） プライベート リミテッド
51,690 70.00

（70.00）
低密度ポリエチレンおよびポリプ
ロピレンの製造・販売

千ポーランドズロチ
スミカ セラミックス ポーランド Sp. z o.o. 303,629 100.00 ディーゼル・パティキュレート・

フィルターの製造・販売
百万円

日 本 エ イ ア ン ド エ ル 株 式 会 社 5,996 85.17 ABS樹脂、SBRラテックス等の製
造・販売

千サウジリアル
ラービグ コンバージョン インダストリー
マネージメント サービス カンパニー

216,412 100.00
（10.00）

工業団地の管理、運営
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会　　　　社　　　　名 資本金 議決権比率 主要な事業内容
％

百万ルピー
ス ミ ト モ ケ ミ カ ル イ ン デ ィ ア 
プ ラ イ ベ ー ト リ ミ テ ッ ド

2,330 93.78 農薬、家庭用・防疫用殺虫剤の開
発・製造・販売、および飼料添加
物等の販売

千人民元
住 友 化 学 投 資（ 中 国 ） 有 限 公 司 323,483 100.00 中国における住友化学グループの

統括
千人民元

住化華北電子材料科技（北京）有限公司 291,627 100.00
（10.00）

液晶用偏光フィルムの製造・販売

千人民元
住化電子材料科技（西安）有限公司 250,724 100.00

（50.00）
半導体用プロセスケミカルの製
造・販売

百万円
日 本 メ ジ フ ィ ジ ッ ク ス 株 式 会 社 3,146 50.00 放射性診断薬等の製造・販売

百万円
住 友 共 同 電 力 株 式 会 社 3,000 52.52 電力および蒸気の供給

千米ドル
スミカ エレクトロニック マテリアルズ 
イ ン コ ー ポ レ ー テ ッ ド

25,885 100.00 MOEPIウェハーおよびその他の
情報電子化学製品の製造・販売

千人民元
住化電子材料科技（合肥）有限公司 186,206 100.00

（40.12）
液晶パネル用プロセスケミカルの
製造・販売、およびその他液晶・
半導体関連材料の販売

千米ドル
ス ミ ト モ ケ ミ カ ル（U.K.）plc 24,408 100.00 家庭用・防疫用殺虫剤の販売なら

びに資金の調達・運用
百万円

広 栄 化 学 工 業 株 式 会 社 2,343 56.37
（0.45）

医農薬中間体、塗料中間体、染料
中間体等の製造・販売

百万円
住 化 中 東 株 式 会 社 1,720 100.00 サウジアラビアにおける技術サー

ビス提供および情報収集
千米ドル

スミカ ポリマー コンパウンズ アメリカ 
イ ン コ ー ポ レ ー テ ッ ド

15,000 55.00 ポリプロピレンコンパウンドの製
造・販売

百万円
田 岡 化 学 工 業 株 式 会 社 1,572 51.67

（0.78）
染料、医農薬中間体、機能性材料
等の製造・販売

千人民元
珠 海 住 化 複 合 塑 料 有 限 公 司 82,338 55.00 ポリプロピレンコンパウンドの製

造・販売
百万円

住友ケミカルエンジニアリング株式会社 1,000 100.00 化学産業設備等の設計・建設

千ユーロ
フ ィ ラ グ ロ ホ ー ル デ ィ ン グ S.A. 6,100 60.00 フィラグロ フランス S.A.S.に対

する投資
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会　　　　社　　　　名 資本金 議決権比率 主要な事業内容
％

千ユーロ
フ ィ ラ グ ロ フ ラ ン ス S.A.S. 9,913 100.00

（100.00）
農薬等の開発・販売

百万円
日 本 オ キ シ ラ ン 株 式 会 社 9 100.00 プロピレンオキサイドおよびスチ

レンモノマーの製造・販売

　当期から重要な子会社として、住化電子材料科技（重慶）有限公司を記載いたしました。
　スミカ ポリマーズ アメリカ コーポレーションは、フィリップス スミカ ポリプロピレン カンパニー
に対する投資を行っておりましたが、フィリップス スミカ ポリプロピレン カンパニーは、前期中に解
散しております。
　スミカ エレクトロニック マテリアルズ ポーランド Sp. z o.o.は、2012年度に営業活動を終了してお
ります。

（注）	 １．	議決権比率欄の（　）内は､ 当社の子会社が所有する議決権比率を内数で示しております｡
	 ２．	�CDT ホールディングス リミテッド、ケンブリッジ ディスプレイ テクノロジー リミテッド、スミトモ ケ

ミカル アメリカ インコーポレーテッド、ペース インターナショナル LLC、マクローリン ゴームレイ キ
ング カンパニー、ダイニッポン スミトモ ファーマ アメリカ ホールディングス インコーポレーテッド、
サノビオン ファーマシューティカルズ インコーポレーテッド、ボストン バイオメディカル インコーポ
レーテッドおよびスミカ エレクトロニック マテリアルズ インコーポレーテッドの資本金につきましては、
払込資本を記載しております｡
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（7）従業員の状況　（平成27年3月31日現在）
	 ①企業集団の従業員数

事　　業　　区　　分 従業員数（名） 備　　　考
基 礎 化 学 3,244
石 油 化 学 3,359
情 報 電 子 化 学 7,680
健 康 ・ 農 業 関 連 事 業 5,156
医 薬 品 7,673
そ の 他 2,739
全 社 共 通 1,188
合 計 31,039 前期に比べ294名増加いたしました。

（注）従業員数には、嘱託、パートタイマー、派遣社員、連結会社外への出向者は含んでおりません。

	 ②当社の従業員の状況
従業員数 平均年令 平均勤続年数 備　　　考
6,129名 39.5才 13.8年 前期に比べ52名減少いたしました。

（注）従業員数には、嘱託、パートタイマー、派遣社員、他の法人等への出向者は含んでおりません。

（8）主要な借入先および借入額　（平成27年３月31日現在）
借　　　　入　　　　先 借　　入　　額（残高）

億円
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 731
株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行 544
株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 282
農 林 中 央 金 庫 197
株 式 会 社 国 際 協 力 銀 行 192

（注）上記のほか、三井住友銀行等の金融機関を幹事とするシンジケートローンとして、1,800億円の借入があります。
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2.　会社の株式に関する事項　（平成27年３月31日現在）
（1）株式数 発行可能株式総数 5,000,000千株

発行済株式総数 1,655,446千株
（2）株主数 96,826名
（3）大株主の状況

株　　　 主 　　　名 株　式　数 （持株比率）
千株 ％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 93,218 （5.70）
日本トラスティ･サービス信託銀行株式会社（信託口） 90,918 （5.56）
住 友 生 命 保 険 相 互 会 社 71,000 （4.34）
日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 41,031 （2.51）
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 38,453 （2.35）
日本トラスティ･サービス信託銀行株式会社（三井住友信
託銀行再信託分･住友生命保険相互会社退職給付信託口） 29,000 （1.77）

日本トラスティ･サービス信託銀行株式会社（信託口4） 26,338 （1.61）
STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505225 26,098 （1.60）
NORTHERN TRUST  CO.  (AVFC)  RE  U .  S . 
T A X  E X E M P T E D  P E N S I O N  F U N D S 23,734 （1.45）

農 林 中 央 金 庫 21,825 （1.33）
（注）持株比率は、自己株式（20,100,158株）を控除して計算しております。
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3.　会社役員に関する事項
（1）取締役および監査役　（平成27年３月31日現在）

地位 氏名 担当および重要な兼職の状況
代表取締役会長・CEO 石 飛 　 修 富士石油株式会社 社外取締役

代表取締役社長・COO 十 倉 雅 和

代 表 取 締 役
（副社長執行役員を兼務）

高 尾 剛 正 CSR、購買、物流、中国事業室、アジア事業室 統括

代 表 取 締 役
（専務執行役員を兼務）

出 口 敏 久 情報電子化学部門、有機EL事業化、デバイス開発センター 
統括
住華科技股份有限公司 会長

代 表 取 締 役
（専務執行役員を兼務）

大 野 友 久 ラービグ計画、石油化学部門 統括
日本シンガポール石油化学株式会社 社長
ラービグ リファイニング アンド ペトロケミカル カンパ
ニー 社外取締役

代 表 取 締 役
（専務執行役員を兼務）

岡 本 敬 彦 基礎化学部門 統括

※代 表 取 締 役
（専務執行役員を兼務）

野 崎 邦 夫 コーポレートコミュニケーション、経理 統括
住化ファイナンス株式会社 社長
スミトモ ケミカル キャピタル アメリカ インコーポレー
テッド 社長

代 表 取 締 役
（常務執行役員を兼務）

西 本 　 麗 健康・農業関連事業部門 統括
ベーラント U.S.A. コーポレーション 会長
ベーラント バイオサイエンス コーポレーション 会長
大連住化金港化工有限公司 会長
大連住化凱飛化学有限公司 会長
ベクター ヘルス インターナショナル リミテッド 会長
株式会社サンライズファーム西条 社長
株式会社サンライズファーム豊田 社長
株式会社サンライズ西条加工センター 社長

☆取 締 役 伊 藤 邦 雄 一橋大学大学院商学研究科教授
曙ブレーキ工業株式会社 社外取締役
三菱商事株式会社 社外取締役
東京海上ホールディングス株式会社 社外取締役
小林製薬株式会社 社外取締役
株式会社セブン&アイ・ホールディングス 社外取締役
東レ株式会社 社外取締役

監 査 役（ 常 勤 ） 赤 坂 貴 夫 住友精化株式会社 社外監査役

監 査 役（ 常 勤 ） 長 松 謙 哉
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地位 氏名 担当および重要な兼職の状況
監 査 役 横 山 進 一 住友生命保険相互会社 名誉顧問

塩野義製薬株式会社 社外監査役
レンゴー株式会社 社外監査役

☆監 査 役 池 田 弘 一 アサヒグループホールディングス株式会社 相談役
株式会社小松製作所 社外取締役

☆監 査 役 麻 生 光 洋 弁護士
株式会社ユー・エス・エス 社外取締役

（注）	 １．	取締役のうち、伊藤邦雄氏は、社外取締役であります。
	 ２．	監査役のうち、横山進一、池田弘一および麻生光洋の３氏は、社外監査役であります。
	 ３．	�※印の取締役は、平成26年６月24日開催の第133期定時株主総会におきまして、新たに選任され、就任

いたしました。
	 ４．	�当社は、☆印の取締役および監査役を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同

取引所に届け出ております。
	 ５．	�伊藤邦雄氏が社外取締役である三菱商事株式会社および東レ株式会社と当社の間には、一部製品の売買取

引がありますが、社外取締役の独立性に影響を及ぼすような重要性はありません。
	 ６．	�当期中に退任した取締役は次のとおりであります。

退任時の地位 氏　　名 退任時の担当および重要な兼職の状況
代表取締役会長・CEO 米 倉 弘 昌

（平成26年６月24日任期満了により退任）

	 ７．�	取締役および監査役の地位、担当および重要な兼職の状況は、平成27年４月１日現在、次のとおりとなっ
ております。

地　　位 氏　　名 担当および重要な兼職の状況
代表取締役会長

（会長執行役員を兼務）
石 飛 　 修 富士石油株式会社 社外取締役

代表取締役社長
（社長執行役員を兼務）

十 倉 雅 和

代 表 取 締 役
（専務執行役員を兼務）

出 口 敏 久 エネルギー・機能材料部門、情報電子化学部門、有機EL
事業化、デバイス開発センター 統括

代 表 取 締 役
（専務執行役員を兼務）

大 野 友 久 ラービグ計画、石油化学部門 統括
ラービグ リファイニング アンド ペトロケミカル カンパ
ニー 社外取締役

代 表 取 締 役
（専務執行役員を兼務）

岡 本 敬 彦 技術・経営企画、中国事業室、アジア事業室 統括
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地　　位 氏　　名 担当および重要な兼職の状況
代 表 取 締 役

（専務執行役員を兼務）
西 本 　 麗 健康・農業関連事業部門 統括

ベーラント U.S.A. コーポレーション 会長
ベーラント バイオサイエンス コーポレーション 会長
大連住化金港化工有限公司 会長
大連住化凱飛化学有限公司 会長
ベクター ヘルス インターナショナル リミテッド 会長
株式会社サンライズファーム西条 社長
株式会社サンライズファーム豊田 社長
株式会社サンライズ西条加工センター 社長

代 表 取 締 役
（専務執行役員を兼務）

野 崎 邦 夫 コーポレートコミュニケーション、経理、購買、物流 
統括
住化ファイナンス株式会社 社長
スミトモ ケミカル キャピタル アメリカ インコーポレー
テッド 社長

取 締 役
（副会長執行役員を兼務）

高 尾 剛 正 特命事項掌理

取 締 役 伊 藤 邦 雄 一橋大学大学院商学研究科特任教授
曙ブレーキ工業株式会社 社外取締役
三菱商事株式会社 社外取締役
東京海上ホールディングス株式会社 社外取締役
小林製薬株式会社 社外取締役
株式会社セブン&アイ・ホールディングス 社外取締役
東レ株式会社 社外取締役

監 査 役（ 常 勤 ） 赤 坂 貴 夫 住友精化株式会社 社外監査役
監 査 役（ 常 勤 ） 長 松 謙 哉
監 査 役 横 山 進 一 住友生命保険相互会社 名誉顧問

塩野義製薬株式会社 社外監査役
レンゴー株式会社 社外監査役

監 査 役 池 田 弘 一 アサヒグループホールディングス株式会社 相談役
株式会社小松製作所 社外取締役

監 査 役 麻 生 光 洋 弁護士
株式会社ユー・エス・エス 社外取締役
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（2）当期に係る取締役および監査役の報酬等の総額
区 分 人 数 報 酬 等 の 額

取 締 役 10名 697百万円
監 査 役 5名 116百万円
合 計 15名 813百万円

（注）	 １．	上記の人数および報酬等の額には、当期中に退任した取締役１名を含んでおります。
	 ２．	�株主総会の決議による取締役の報酬額は年額10億円以内、監査役の報酬額は年額１億5,000万円以内であ

ります（平成18年６月23日開催の第125期定時株主総会決議）。
	 ３．	�当社は、平成16年５月14日の取締役会において、平成16年６月29日開催の第123期定時株主総会終結の

時をもって、役員退職慰労金制度を廃止することを決議いたしました。これに伴い、第123期定時株主総
会終結後引き続き在任した取締役および監査役に対しては、各氏の退任時に退職慰労金を支給することと
しております。

		  これに基づき、当期中に退任した取締役１名に対し、199百万円の退職慰労金を支給しております。

（ご参考）
　執行役員（取締役兼務者を除く）は、次のとおりであります。

（平成27年４月１日現在）
地　　位 氏　　名 担　　当

常 務 執 行 役 員 下 田 尚 志 ラービグ計画推進本部、ラービグ計画業務室 担当
常 務 執 行 役 員 米 田 重 幸 ラービグ計画推進本部、ラービグ計画業務室 担当　ラービ

グ計画推進本部部長
常 務 執 行 役 員 上 田 　 博 技術・経営企画室（事業企画）担当、エネルギー・機能材料

部門 統括補佐
常 務 執 行 役 員 小 川 育 三 技術・経営企画室（技術・研究開発）、知的財産部、工業化

技術研究所、生物環境科学研究所、筑波開発研究所、先端材
料探索研究所、有機EL事業化室 担当

常 務 執 行 役 員 清 水 祥 之 総務法務室（秘書、渉外）、CSR推進室、購買室、物流部、
中国事業室、アジア事業室 担当

常 務 執 行 役 員 新 沼 　 宏 総務法務室（総務、法務・コンプライアンス）、内部統制・
監査部、人事部、人材開発部 担当

常 務 執 行 役 員 岩 田 圭 一 エネルギー・機能材料業務室、有機EL事業化室、電子材料事
業部、電池部材事業部 担当

常 務 執 行 役 員 竹 下 憲 昭 石油化学業務室、石油化学品事業部、工業薬品事業部 担当
常 務 執 行 役 員 松 浦 秀 昭 メタアクリル事業部、愛媛工場、千葉工場、石油化学品研究

所 担当
常 務 執 行 役 員 丹 　 一 志 生産技術室、生産安全基盤センター、工場（安全・環境・衛

生関連）、レスポンシブルケア室、気候変動対応推進室 担当
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地　　位 氏　　名 担　　当
常 務 執 行 役 員 松 尾 忠 毅 愛媛工場 担当　愛媛工場長
常 務 執 行 役 員 高 沢 　 聡 ラービグ リファイニング アンド ペトロケミカル カンパ

ニー従事
常 務 執 行 役 員 マーク フェルメール 住友化学ヨーロッパS.A./N.V.従事、技術・経営企画室に係る

特命事項掌理
常 務 執 行 役 員 北 浦 保 彦 ラービグ リファイニング アンド ペトロケミカル カンパ

ニー従事
執 行 役 員 丸 山 　 修 レスポンシブルケア室、気候変動対応推進室 担当
執 行 役 員 坂 田 信 以 知的財産部 担当
執 行 役 員 貫 　 和 之 アグロ事業部、生活環境事業部 担当
執 行 役 員 松 井 正 樹 情報電子化学業務室、光学製品事業部 担当　情報電子化学

業務室部長
執 行 役 員 大 坪 敏 朗 健康・農業関連事業品質保証室、医薬化学品事業部、健康・

農業関連事業研究所 担当
執 行 役 員 酒 多 敬 一 健康・農業関連事業業務室、アニマルニュートリション事業

部 担当
執 行 役 員 酒 井 基 行 技術・経営企画室（事業企画、経営計画、経営情報システム、

関連事業）担当　技術・経営企画室部長（事業企画）
執 行 役 員 築 森 　 元 有機EL事業化室、デバイス開発センター、情報電子化学業務

室、情報電子化学品質保証室 担当
執 行 役 員 織 田 佳 明 技術・経営企画室（技術・研究開発）、筑波開発研究所、先

端材料探索研究所 担当　筑波開発研究所長、先端材料探索
研究所長

執 行 役 員 水 戸 信 彰 技術・経営企画室（事業企画）、知的財産部 担当　知的財産
部長

執 行 役 員 金 　 尚 允 東友ファインケム株式会社従事
執 行 役 員 重 森 隆 志 ラービグ リファイニング アンド ペトロケミカル カンパ

ニー従事
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4.　社外役員に関する事項
（1）当期における主な活動状況

区　分 氏　名 主な活動状況

社外取締役 伊藤邦雄 当期開催の取締役会13回の全てに出席し、主に大学教授としての会計学、
経営学等の専門的見地から、必要に応じ、発言を行っております。

社外監査役

横山進一
当期開催の取締役会13回のうち12回に、また、監査役会13回の全てに出席
し、主に経験豊富な経営者の観点から、必要に応じ、発言を行っておりま
す。

池田弘一 当期開催の取締役会13回の全てに、また、監査役会13回の全てに出席し、
主に経験豊富な経営者の観点から、必要に応じ、発言を行っております。

麻生光洋 当期開催の取締役会13回の全てに、また、監査役会13回の全てに出席し、
主に弁護士としての専門的見地から、必要に応じ、発言を行っております。

（2）責任限定契約の内容の概要
	�	  当社は、各社外役員との間で、社外役員が職務を行うにつき、善意でかつ重大な過失がない

ときは、会社法第423条第1項に定める社外役員の当社に対する損害賠償責任について、会社
法第425条第1項各号に定める金額の合計額を限度とする、責任限定契約を締結しておりま
す。

（3）当期に係る社外役員の報酬等の総額
人　　　　　数 報酬等の総額

社外役員の報酬等の総額 社外取締役1名、社外監査役3名 55百万円
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5.　会計監査人に関する事項
（1）会計監査人の名称
	 有限責任 あずさ監査法人

（2）当期に係る会計監査人の報酬等の額
内　　　　　容 支　　払　　額

報酬等の額 111百万円
当社および子会社が支払うべき金銭その他財産上の
利益の合計額 412百万円

（注）	 １．	�当社と会計監査人との監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の額を区分
しておらず、かつ、実質的にも区分ができないため、報酬等の額の支払額には金融商品取引法に基づく監
査の報酬等を含めております。

	 ２．	�当社の重要な子会社のうち、CDT ホールディングス リミテッド、ケンブリッジ ディスプレイ テクノロ
ジー リミテッド、スミトモ ケミカル シンガポール プライベート リミテッド、東友ファインケム株式会
社、住化電子材料科技（重慶）有限公司、住友制葯（蘇州）有限公司、住化電子材料科技（無錫）有限公司、
住華科技股份有限公司、スミトモ ケミカル アジア プライベート リミテッド、大連住化金港化工有限公
司、スミカ エレクトロニック マテリアルズ ポーランド Sp. z o.o.、SSLM株式会社、ザ ポリオレフィン 
カンパニー(シンガポール)プライベート リミテッド、ラービグ コンバージョン インダストリー マネージ
メント サービス カンパニー、スミトモ ケミカル インディア プライベート リミテッド、スミカ セラミッ
クス ポーランド Sp. z o.o.、住友化学投資（中国）有限公司、住化華北電子材料科技（北京）有限公司、
住化電子材料科技（西安）有限公司、住友共同電力株式会社、住化電子材料科技（合肥）有限公司、スミ
トモ ケミカル (U.K.) plc、珠海住化複合塑料有限公司、フィラグロ ホールディング S.A.およびフィラグ
ロ フランス S.A.S.は、当社の会計監査人以外の監査法人の法定監査を受けております。

（3）非監査業務の内容
	�	  当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（非監査業務）

である「国際財務報告基準導入に関するアドバイザリー業務」等を委託しております。

（4）会計監査人の解任または不再任の決定の方針
	�	  当社監査役会は、会社法第340条に定める会計監査人の解任のほか、会計監査人の独立性お

よびその職務の遂行状況等に鑑み、会計監査人が継続して職務を遂行することに関して重大な
疑義が生じた場合には、会社法第344条に定める手続きに従い、会計監査人の解任または不再
任について株主総会に付議する方針です。
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6.　�取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その
他業務の適正を確保するための体制

	（1）基本的な考え方
		  ①�当社は、化学会社として、世界の持続的発展に貢献するため、有用で安全性に配慮した技

術や製品を開発し、社会に提供することを事業としており、役員・従業員は、社会の信頼
の確保を大切にし、「経営理念」、「住友化学企業行動憲章」や「国連グローバル・コンパ
クト」等に基づき、事業活動を行うものとする。

		  ②�当社は、業務の適正を確保するために必要な体制（以下、「内部統制システム」という）
の整備を組織が健全に維持されるための必要なプロセスであり、かつ、事業目的達成のた
めに積極的に活用すべきものであると認識し、以下の「内部統制システム」を構築すると
ともに、経営環境の変化に応じてこれに修正を加えることにより、株主をはじめとするス
テークホルダーの利益に適う経営を行っていくこととする。また、かかる目的を確実に実
践するため、専門の委員会を設置する。

	（2）当社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
		  ①�当社は、法令および定款に基づき、会社の機関として、株主総会および取締役のほか、取

締役会、監査役、監査役会および会計監査人を置く。
		  ②�取締役は、法令および定款ならびに株主総会の決議を遵守し、取締役が負うべき善良な管

理者としての注意を払う義務および忠実にその職務を行う義務を負う。取締役の任期は１
年とし、経営環境の変化に迅速に対応する。取締役会は、取締役が法令および定款を遵守
しているか、また、「内部統制システム」に関する基本方針に従い、適切に「内部統制シ
ステム」を構築し、それを運用しているかを監督する義務を負う。

		  ③�取締役は、財務報告の信頼性を確保し、また会社情報を適正かつ適時に開示するために必
要な体制を整備する。

	（3）当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
		�	   当社は、文書（電磁的方法により記録したものを含む。）の保存期間、管理の方法その他

についての規程を策定し、当該規程に従い情報を適切に保存および管理する。
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	（4）�当社および当社のグループ会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保する
ための体制

		  ①�取締役会は、当社および当社のグループ会社から成る企業集団の事業の方針、事業計画、
経理・財務、研究・開発等に関する重要事項について、目標を適切に定め、またそれらの
進捗を管理する。

		  ②�取締役会は、業務執行の迅速化と責任の明確化を図るため、執行役員を選任し、取締役会
が決定した特定の業務領域において業務を執行させる。

		  ③�取締役は、ITを活用した当社および当社のグループ会社から成る企業集団の経営情報シス
テムを構築して、経営情報の迅速かつ適正な把握に努める。

	（5）�当社の使用人、および当社のグループ会社の取締役ならびに使用人の職務の執行が法令及
び定款に適合することを確保するための体制

		  ①�当社は、「住友化学企業行動憲章」のもと、社会規範の遵守と倫理観の高揚に関する教育
をするなど、従業員の遵法意識の徹底、健全な企業風土の醸成に努める。

		  ②�当社は、コンプライアンスを統括する委員会を設置して、当社のコンプライアンスの状況
を調査・監督し、必要なときは改善を勧告する。

		  ③�当社は、コンプライアンス違反やそのおそれがある場合の通報を受け付けるための内部通
報窓口を設置して、事態の迅速な把握と是正に努める。

		  ④�当社は、従業員が行う業務の適正、有効性を検証するため、内部監査部署を設置するとと
もに、重要な損失の危険（以下リスクという）のある業務、部署またはシステム等につい
ては、特別な管理または監査を行うための対策を講ずる。さらに、監査役、会計監査人、
内部監査部署等の監査による指摘事項に対しては、被監査部署等において、一定期間内に
適切な改善策をとることとする。

		  ⑤�当社は、法令および定款に適合した企業活動を遂行するための最適な組織を設計・構築
し、各組織の役割・機能を明確にする。

		  ⑥�当社は、組織の目標を達成するために、従業員が果たすべき目標の設定を促し、その目標
の達成度をもとに従業員の評価および処遇をなすことを柱とした人事制度の公正な運用に
努める。

		  ⑦�当社は、国内外の主要なグループ会社に対して、当社と同等のコンプライアンス体制を導
入し、適切に運用するよう求めるとともに、内部監査を実施することにより、グループ全
体の適切な内部統制の構築、維持、改善を図る。
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	（6）当社および当社のグループ会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
		  ①�当社は、当社および当社のグループ会社から成る企業集団のリスクに関する意識の浸透、

リスクの早期発見および顕在化の未然防止、緊急事態発生時の対応等を定めた規程を整備
する。

		  ②�当社は、当社および当社のグループ会社から成る企業集団のリスクマネジメントを統括す
る委員会を設置して、リスクマネジメントに関する全社方針を定め、リスクを評価し、リ
スクマネジメントに関する計画の立案・実行の状況を調査・監督し、必要なときは改善を
勧告する。

		  ③�当社は、全社をあげて取組むべき緊急事態が発生した場合には、本社対策本部を設置し、
迅速な事態の究明と解決に努める。

	（7）�当社および当社のグループ会社から成る企業集団の運営、ならびに当社のグループ会社の
取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

		  ①�当社は、当社および当社のグループ会社から成る企業集団の運営に関する規程を整備し、
当該規程の下で国内外のグループ会社に対して事業の方針、事業計画、その他事業上の重
要事項の報告を求めるとともに、グループ会社との間で経営戦略に関する相互認識を深
め、共有化に努める。

		  ②�当社は､ 当社の監査役が主要なグループ会社の監査役その他の監査担当者との情報交換に
努め、相互に連携して、企業集団の監査の実効性を確保できる体制の整備に努める。

	（8）当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
		  ①�監査役の職務を補佐すべき使用人に関する事項
			�   当社は、社内規程に基づき、当社の監査役の指揮を受けその職務を補佐する専任の従業員

を置く。当該従業員の人事については、監査役の承認を得た上で行う。
		  ②監査役への報告に関する事項

ア）	� 当社の取締役および従業員は、当社ならびに当社のグループ会社の重要事項に関する
会議に常勤監査役が参加できる体制を整備するほか、法令に基づく事項に加え、当社
および当社のグループ会社に関して当社の監査役が求める事項について、適宜、監査
役へ報告を行う。

イ）	� 当社の取締役は、内部監査部署の実施する内部監査の計画、内部監査実施の経過およ
びその結果について、監査役へ報告を行う。

ウ）	� 当社は、当社の取締役および従業員、ならびに当社のグループ会社の取締役、監査
役、従業員が当社の監査役への報告を理由として不利な取扱いを受けないことを確保
できる体制を整備する。
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		  ③監査役の職務の執行について生じる費用に関する事項
			�   当社の監査役の職務の執行について生じる費用は、監査役の職務の執行に必要なものを確

保できる体制を整備する。
		  ④その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

ア）	� 代表取締役は、当社の監査役と定期的に会合をもち、会社が対処すべき課題、会社を
取り巻くリスク、監査役監査の環境整備の状況等について意見を交換し、相互認識を
深める。

イ）	� 当社は、当社の監査役が主要なグループ会社の監査役その他の監査担当者との情報交
換に努め、相互に連携して、企業集団の監査の実効性を確保できる体制の整備に努め
る。

	（9）反社会的勢力排除のための体制
		�	   当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは取引関係も含めた一切の

関係を持たないこととし、これら反社会的勢力に対しては、外部専門機関と連携し、毅然と
した態度で対応する。

	 （注）	� 上記の基本方針は、平成18年５月15日開催の取締役会において決定し、その後、平成23年３月25日、平成
24年３月23日および平成27年３月31日開催の取締役会において一部改定を行ったものです。

7.　剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、剰余金の配当の決定にあたり、株主還元を経営上の最重要課題の一つと考え、各期の
業績、配当性向ならびに将来の事業展開に必要な内部留保の水準等を総合的に勘案し、安定的な
配当を継続することを基本としております。
　内部留保につきましては、重点事業の競争力強化や海外事業の拡充を図るため、設備投資、投
融資等に充当し、これにより収益力の向上に努めてまいります。
　配当時期につきましては中間および期末の年２回を基本とし、株主の皆様への利益配当をはじ
めとした剰余金の配当等を機動的に実施するため、定款により剰余金の配当等の決定機関を取締
役会としております。

010_0311901102706.indd   28 2015/05/15   10:22:37



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

連
結
計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

― （29） ―

連 結 貸 借 対 照 表（平成27年３月31日現在）
（単位：百万円）

科　　　　　　目 金　　　額 科　　　　　　目 金　　　額
（資　産　の　部） （負　債　の　部）

流 動 資 産 1,260,906
現 金 及 び 預 金 112,258
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 456,054
有 価 証 券 111,301
商 品 及 び 製 品 317,994
仕 掛 品 14,518
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 107,368
繰 延 税 金 資 産 60,526
そ の 他 82,804
貸 倒 引 当 金 △ 1,917
固 定 資 産 1,619,490
有 形 固 定 資 産 694,435
建 物 及 び 構 築 物 259,103
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 274,249
土 地 82,765
建 設 仮 勘 定 44,342
そ の 他 33,976
無 形 固 定 資 産 204,093
特 許 権 5,200
ソ フ ト ウ ェ ア 12,204
の れ ん 95,249
仕 掛 研 究 開 発 64,456
そ の 他 26,984
投資その他の資産 720,962
投 資 有 価 証 券 518,800
長 期 貸 付 金 74,766
退 職 給 付 に 係 る 資 産 68,276
繰 延 税 金 資 産 17,701
そ の 他 42,278
貸 倒 引 当 金 △ 859

流 動 負 債 869,845
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 260,771
短 期 借 入 金 166,541
一 年 内 償 還 予 定 の 社 債 80,000
コ マ ー シ ャ ル ・ ペ ー パ ー 40,000
未 払 法 人 税 等 14,357
売 上 割 戻 引 当 金 36,352
賞 与 引 当 金 29,236
そ の 他 の 引 当 金 20,073
そ の 他 222,515
固 定 負 債 892,335

社 債 302,000
長 期 借 入 金 391,632
繰 延 税 金 負 債 96,253
引 当 金 26,301
退 職 給 付 に 係 る 負 債 34,178
そ の 他 41,971
負 債 合 計 1,762,180
（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 581,969
資 本 金 89,699
資 本 剰 余 金 23,695
利 益 剰 余 金 477,445
自  己  株  式 △ 8,870

その他の包括利益累計額 209,350
その他有価証券評価差額金 104,841
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △ 97
土 地 再 評 価 差 額 金 4,363
為 替 換 算 調 整 勘 定 82,284
退職給付に係る調整累計額 17,959
少 数 株 主 持 分 326,897
純 資 産 合 計 1,118,216

資 産 合 計 2,880,396 負 債 ・ 純 資 産 合 計 2,880,396
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連 結 損 益 計 算 書 （ 平成26年４月 １ 日から
平成27年３月31日まで ）

（単位：百万円）
科　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　額

売 上 高 2,376,697
売 上 原 価 1,727,803

売 上 総 利 益 648,894
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 521,548

営 業 利 益 127,346
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 14,141
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 23,931
為 替 差 益 9,957
雑 収 入 9,986 58,015

営 業 外 費 用
支 払 利 息 13,483
休 止 設 備 費 用 3,296
雑 損 失 11,168 27,947
経 常 利 益 157,414

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 16,241
投 資 有 価 証 券 売 却 益 4,090
受 取 補 償 金 2,700
受 取 損 害 賠 償 金 1,711 24,742

特 別 損 失
減 損 損 失 33,258
事 業 構 造 改 善 費 用 32,196 65,454
税金等調整前当期純利益 116,702
法人税、住民税及び事業税 37,772
法 人 税 等 調 整 額 7,826 45,598
少数株主損益調整前当期純利益 71,104
少 数 株 主 利 益 18,912
当 期 純 利 益 52,192
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連結株主資本等変動計算書 （ 平成26年４月 １ 日から
平成27年３月31日まで ）

（単位：百万円）
株　　　主　　　資　　　本

資 　 本 　 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計
当 期 首 残 高 89,699 23,695 444,671 △8,816 549,249

会計方針の変更による
累 積 的 影 響 額 △3,636 △3,636

会 計 方 針 の 変 更 を
反 映 し た 当 期 首 残 高 89,699 23,695 441,035 △8,816 545,613
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △14,719 △14,719
当 期 純 利 益 52,192 52,192
自 己 株 式 の 取 得 △54 △54
自 己 株 式 の 処 分 △0 0 0
連 結 範 囲 の 変 動 △22 △22
持分法の適用範囲の変動 △135 △135
連結子会社の決算期
の 変 更 に 伴 う 増 減 △906 △906
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 ─ ─ 36,410 △54 36,356
当 期 末 残 高 89,699 23,695 477,445 △8,870 581,969

その他の包括利益累計額 少数株主
持分

純資産
合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ

損益
土地再評価

差額金
為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 78,604 △358 4,130 △1,420 13,092 94,048 291,209 934,506
会計方針の変更による
累 積 的 影 響 額 △3,636

会 計 方 針 の 変 更 を
反 映 し た 当 期 首 残 高 78,604 △358 4,130 △1,420 13,092 94,048 291,209 930,870
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △14,719
当 期 純 利 益 52,192
自 己 株 式 の 取 得 △54
自 己 株 式 の 処 分 0
連 結 範 囲 の 変 動 △22
持分法の適用範囲の変動 △135
連結子会社の決算期
の 変 更 に 伴 う 増 減 △906
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） 26,237 261 233 83,704 4,867 115,302 35,688 150,990

当 期 変 動 額 合 計 26,237 261 233 83,704 4,867 115,302 35,688 187,346
当 期 末 残 高 104,841 △97 4,363 82,284 17,959 209,350 326,897 1,118,216
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貸 借 対 照 表（平成27年３月31日現在）
（単位：百万円）

科　　　　　　目 金　　　額 科　　　　　　目 金　　　額
（資　産　の　部） （負　債　の　部）

流 動 資 産 502,576
現 金 及 び 預 金 2,696
受 取 手 形 798
売 掛 金 217,573
商 品 及 び 製 品 163,378
仕 掛 品 2,018
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 35,788
繰 延 税 金 資 産 15,021
未 収 入 金 61,985
そ の 他 4,679
貸 倒 引 当 金 △� 1,361
固 定 資 産 971,670
有 形 固 定 資 産 225,210
建 物 45,442
構 築 物 26,899
機 械 及 び 装 置 77,858
車 両 運 搬 具 245
工 具、 器 具 及 び 備 品 6,948
土 地 47,213
リ ー ス 資 産 6
建 設 仮 勘 定 20,598
無 形 固 定 資 産 7,787
特 許 権 1,023
ソ フ ト ウ ェ ア 4,205
の れ ん 883
そ の 他 1,676
投資その他の資産 738,673
投 資 有 価 証 券 153,362
関 係 会 社 株 式 403,280
出 資 金 731
関 係 会 社 出 資 金 52,757
長 期 貸 付 金 74,452
長 期 前 払 費 用 4,661
前 払 年 金 費 用 33,633
そ の 他 16,471
貸 倒 引 当 金 △� 673

流 動 負 債 517,587
支 払 手 形 3,231
買 掛 金 128,231
短 期 借 入 金 132,457
一 年 内 償 還 予 定 の 社 債 50,000
コ マ ー シ ャ ル ・ ペ ー パ ー 40,000
未 払 金 58,908
未 払 費 用 14,743
預 り 金 69,419
賞 与 引 当 金 10,600
修 繕 引 当 金 7,601
固 定 資 産 撤 去 費 用 引 当 金 2,161
そ の 他 237
固 定 負 債 668,782

社 債 272,000
長 期 借 入 金 313,014
繰 延 税 金 負 債 49,390
長 期 預 り 金 7,371
固 定 資 産 撤 去 費 用 引 当 金 13,468
関 係 会 社 事 業 損 失 引 当 金 9,133
環 境 対 策 引 当 金 2,600
修 繕 引 当 金 1,089
そ の 他 717
負 債 合 計 1,186,369
（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 209,683
資 本 金 89,699
資 本 剰 余 金 23,695
資 本 準 備 金 23,695
利 益 剰 余 金 104,394
利 益 準 備 金 21,361
そ の 他 利 益 剰 余 金 83,034

特 別 償 却 積 立 金 0
別 途 積 立 金 50,000
繰 越 利 益 剰 余 金 33,034

自 己 株 式 △� 8,107
評価・換算差額等 78,194
その他有価証券評価差額金 77,660
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 534
純 資 産 合 計 287,876

資 産 合 計 1,474,245 負 債 ・ 純 資 産 合 計 1,474,245
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損 益 計 算 書 （ 平成26年４月 １ 日から
平成27年３月31日まで ）

（単位：百万円）
科　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　額

売 上 高 900,723
売 上 原 価 733,237

売 上 総 利 益 167,486
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 127,377

営 業 利 益 40,109
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 58,550
為 替 差 益 10,663
雑 収 入 4,339 73,553

営 業 外 費 用
支 払 利 息 9,842
休 止 設 備 費 用 1,933
雑 損 失 5,125 16,900
経 常 利 益 96,762

特 別 利 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益 3,828
受 取 補 償 金 2,700 6,528

特 別 損 失
関 連 事 業 損 失 37,695
有 形 固 定 資 産 除 却 損 14,165
減 損 損 失 8,869 60,729
税 引 前 当 期 純 利 益 42,561
法人税、住民税及び事業税 3,566
法 人 税 等 調 整 額 2,551 6,117
当 期 純 利 益 36,444

010_0311901102706.indd   33 2015/05/15   10:22:37



― （34） ―

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 （ 平成26年４月 １ 日から
平成27年３月31日まで ）

（単位：百万円）
株　　　主　　　資　　　本

資本金
資本剰余金 利　益　剰　余　金

自己株式 株主資本
合計資本準備金 利益準備金 その他利益

剰余金（注）
利益剰余金

合計
当 期 首 残 高 89,699 23,695 21,361 64,918 86,279 △8,054 191,620

会計方針の変更による
累 積 的 影 響 額 △3,609 △3,609 △3,609

会 計 方 針 の 変 更 を
反 映 し た 当 期 首 残 高 89,699 23,695 21,361 61,309 82,669 △8,054 188,010

当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △14,719 △14,719 △14,719
当 期 純 利 益 36,444 36,444 36,444
自 己 株 式 の 取 得 △53 △53
自 己 株 式 の 処 分 △0 △0 0 0
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 ─ ─ ─ 21,725 21,725 △53 21,672
当 期 末 残 高 89,699 23,695 21,361 83,034 104,394 △8,107 209,683

評価・換算差額等
純資産合計その他有価証券

評価差額金 繰延ヘッジ損益 評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 57,093 406 57,498 249,118
会計方針の変更による
累 積 的 影 響 額 △3,609

会 計 方 針 の 変 更 を
反 映 し た 当 期 首 残 高 57,093 406 57,498 245,509
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △14,719
当 期 純 利 益 36,444
自 己 株 式 の 取 得 △53
自 己 株 式 の 処 分 0
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） 20,567 128 20,696 20,696

当 期 変 動 額 合 計 20,567 128 20,696 42,368
当 期 末 残 高 77,660 534 78,194 287,876
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（注）その他利益剰余金の内訳
（単位：百万円）

特別償却
積立金 別途積立金 繰越利益

剰余金 合計

当 期 首 残 高 0 50,000 14,918 64,918
会 計 方 針 の 変 更 に
よ る 累 積 的 影 響 額 △3,609 △3,609

会 計 方 針 の 変 更 を
反 映 し た 当 期 首 残 高 0 50,000 11,308 61,309

当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △14,719 △14,719
当 期 純 利 益 36,444 36,444
特別償却積立金の取崩 △0 0 ─
自 己 株 式 の 処 分 △0 △0

当 期 変 動 額 合 計 △0 ─ 21,725 21,725
当 期 末 残 高 0 50,000 33,034 83,034

備考
1.		 事業報告は次により記載されております。
	 （1）億円、百万円単位の記載金額は、それぞれ四捨五入により表示しております。
	 （2）千株単位の株式数は千株未満切り捨てにより表示しております。
2.		� 連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、貸借対照表、損益計算書および株主資本等変動計

算書の記載金額は四捨五入により表示しております。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

010_0311901102706.indd   35 2015/05/15   10:22:37



― （36） ―

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書
平成27年５月7日

住 友 化 学 株 式 会 社
　　取 締 役 会　御 中

有限責任 あずさ監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 髙 波 博 之 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小 野 友 之 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 川 瀬 洋 人 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、住友化学株式会社の平成26年４月１日から平
成27年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連
結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類
を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意
見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠
して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて
合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。
監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評
価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもので
はないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、
連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会
計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の
表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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― （37） ―

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、住友化学株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び
損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

� 以　上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書
平成27年５月7日

住 友 化 学 株 式 会 社
　　取 締 役 会　御 中

有限責任 あずさ監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 髙 波 博 之 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小 野 友 之 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 川 瀬 洋 人 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、住友化学株式会社の平成26年４月１日
から平成27年３月31日までの第134期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主
資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及び
その附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及
び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明
細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監
査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚
偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施
することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続
が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書
の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性につ
いて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切
な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検
討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見
積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての
重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監査報告

　当監査役会は、平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第134期事業年度の取締役の職務
の執行に関して、各監査役が作成した監査報告に基づき、審議の上、本監査報告を作成し、以下のと
おり報告いたします。

１．監査役および監査役会の監査の方法およびその内容

		�  　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況および結果につ
いて報告を受けるほか、取締役等および会計監査人からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求めました。

		�  　各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、使用人等と意思疎
通を図り、情報の収集および監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に
出席し、取締役、使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求
め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社および主要な事業所において業務および財産の状況を調査
いたしました。また、取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体
制その他業務の適正を確保するための体制の整備に関する取締役会決議の内容および当該決議に
基づき整備されている体制（内部統制システム）につきましては、財務報告の適正を確保するた
めの内部統制を含め、その構築および運用の状況を調査いたしました。子会社については、子会
社の取締役、監査役等と意思疎通および情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告
を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告およびその附属明細書につい
て検討いたしました。

		�  　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを調査すると
ともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。また、会計監査人からその職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制を適切に
整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業
年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書および個別注記表）およ
びその附属明細書ならびに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変
動計算書および連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果

	（1）事業報告等の監査結果
		  ①�事業報告およびその附属明細書は、法令および定款に従い、会社の状況を正しく示しているも

のと認めます。
		  ②�取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に違反する重大な事実は認め

られません。
		  ③�内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該決議に基

づく内部統制システムの構築および運用については、経営環境の変化に対応した取り組みが継
続的に行われているものと認めます。

	（2）計算書類およびその附属明細書の監査結果
		�  　会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法および結果は相当であると認めます。
	（3）連結計算書類の監査結果
		�  　会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法および結果は相当であると認めます。

		  平成27年５月７日

住友化学株式会社　監査役会
監 査 役（常勤） 赤　坂　貴　夫 ㊞
監 査 役（常勤） 長　松　謙　哉 ㊞
社外監査役 横　山　進　一 ㊞
社外監査役 池　田　弘　一 ㊞
社外監査役 麻　生　光　洋 ㊞

以　上　
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株主総会参考書類

議案および参考事項
　第１号議案　取締役10名選任の件
　�　取締役全員（９名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役10名（う

ち３名は社外取締役）の選任をお願いするものであります。
　�　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番号

氏　　　　　名
生　年　月　日

略歴、当社における地位および担当
ならびに重要な兼職の状況

所有する当社
株 式 の 数

１ 石
いし

　飛
とび

　　　修
おさむ

昭和19年２月18日生

昭和44年４月 当社入社

195,000株

平成10年６月 取締役
平成14年６月 常務取締役
平成15年６月 常務取締役辞任、常務執行役員
平成17年６月 取締役 専務執行役員
平成18年６月 代表取締役 専務執行役員
平成20年６月 代表取締役 副社長執行役員
平成24年６月 代表取締役 副会長
平成26年６月 代表取締役 会長・CEO
平成27年４月 代表取締役 会長

現在に至る
重要な兼職の状況
富士石油株式会社 社外取締役

2 十
と

　倉
くら

　雅
まさ

　和
かず

昭和25年７月10日生

昭和49年４月 当社入社

182,000株

平成15年６月 執行役員
平成18年６月 常務執行役員
平成20年６月 代表取締役 常務執行役員
平成21年４月 代表取締役 専務執行役員
平成23年４月 代表取締役 社長
平成26年４月 代表取締役 社長・COO
平成27年４月 代表取締役 社長

現在に至る

010_0311901102706.indd   42 2015/05/15   10:22:37



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

連
結
計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

― （43） ―

候補者
番号

氏　　　　　名
生　年　月　日

略歴、当社における地位および担当
ならびに重要な兼職の状況

所有する当社
株 式 の 数

3 出
で

　口
ぐち

　敏
とし

　久
ひさ

昭和27年１月28日生

平成２年３月 当社入社

106,000株

平成18年４月 執行役員
平成21年４月 常務執行役員
平成23年６月 代表取締役 常務執行役員
平成24年４月 代表取締役 専務執行役員

（エネルギー・機能材料部門、情報電子化
学部門、有機EL事業化、デバイス開発セ
ンター 統括）

現在に至る

4 大
おお

　野
の

　友
とも

　久
ひさ

昭和30年２月13日生

昭和52年４月 当社入社

49,000株

平成20年６月 執行役員
平成23年４月 常務執行役員
平成24年６月 取締役 常務執行役員
平成26年４月 取締役 専務執行役員
平成26年６月 代表取締役 専務執行役員

（ラービグ計画、石油化学部門 統括）
現在に至る

重要な兼職の状況
ラービグ リファイニング アンド ペトロケミカル カンパ
ニー 社外取締役

5 岡
おか

　本
もと

　敬
よし

　彦
ひこ

昭和28年11月11日生

昭和51年４月 当社入社

69,000株

平成17年１月 執行役員
平成20年６月 常務執行役員
平成25年４月 専務執行役員
平成25年６月 代表取締役 専務執行役員

（技術・経営企画、中国事業室、アジア
事業室 統括）

現在に至る
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候補者
番号

氏　　　　　名
生　年　月　日

略歴、当社における地位および担当
ならびに重要な兼職の状況

所有する当社
株 式 の 数

6 西
にし

　本
もと

　　　麗
れい

昭和32年４月23日生

昭和55年４月 当社入社

33,000株

平成21年４月 執行役員
平成23年４月 常務執行役員
平成25年６月 代表取締役 常務執行役員
平成27年４月 代表取締役 専務執行役員

（健康・農業関連事業部門 統括）
現在に至る

重要な兼職の状況
ベーラント U.S.A. コーポレーション 会長
ベーラント バイオサイエンス コーポレーション 会長
大連住化金港化工有限公司 会長
大連住化凱飛化学有限公司 会長
ベクター ヘルス インターナショナル リミテッド 会長
株式会社サンライズファーム西条 社長
株式会社サンライズファーム豊田 社長
株式会社サンライズ西条加工センター 社長

7 野
の

　崎
ざき

　邦
くに

　夫
お

昭和31年10月29日生

昭和54年４月 当社入社

50,000株

平成19年６月 執行役員
平成21年４月 常務執行役員
平成26年４月 専務執行役員
平成26年６月 代表取締役　専務執行役員

（コーポレートコミュニケーション、経理、
購買、物流 統括）

現在に至る
重要な兼職の状況
住化ファイナンス株式会社 社長
スミトモ ケミカル キャピタル アメリカ インコーポレーテッド 社長
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候補者
番号

氏　　　　　名
生　年　月　日

略歴、当社における地位および担当
ならびに重要な兼職の状況

所有する当社
株 式 の 数

8 伊
い

　藤
とう

　邦
くに

　雄
お

昭和26年12月13日生

昭和55年４月 一橋大学商学部講師

0株

昭和59年４月 同大学助教授
平成４年４月 同大学教授
平成14年８月 同大学大学院商学研究科長・商学部長
平成16年12月 同大学副学長・理事
平成18年12月 同大学大学院商学研究科教授
平成24年６月 当社 社外取締役

現在に至る
平成27年４月 一橋大学大学院商学研究科特任教授

現在に至る
重要な兼職の状況
曙ブレーキ工業株式会社 社外取締役
三菱商事株式会社 社外取締役
東京海上ホールディングス株式会社 社外取締役
小林製薬株式会社 社外取締役
株式会社セブン＆アイ・ホールディングス 社外取締役
東レ株式会社 社外取締役

9 池
いけ

　田
だ

　弘
こう

　一
いち

昭和15年４月21日生

昭和38年４月 朝日麦酒株式会社（現：アサヒグループ
ホールディングス株式会社）入社

0株

平成４年３月 アサヒビール株式会社 理事
平成８年３月 同社 取締役
平成９年３月 同社 常務取締役
平成11年３月 同社 専務取締役
平成12年３月 同社 専務執行役員
平成13年３月 同社 専務取締役 兼 専務執行役員
平成14年１月 同社 代表取締役社長 兼 COO
平成18年３月 同社 代表取締役会長 兼 CEO
平成22年３月 同社 相談役
平成23年６月 当社 社外監査役

現在に至る
平成23年７月 アサヒグループホールディングス株式会社 

相談役
現在に至る

重要な兼職の状況
株式会社小松製作所 社外取締役
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候補者
番号

氏　　　　　名
生　年　月　日

略歴、当社における地位および担当
ならびに重要な兼職の状況

所有する当社
株 式 の 数

10 友
とも

　野
の

　　　宏
ひろし

昭和20年7月13日生

昭和46年４月 住友金属工業株式会社（現：新日鐵住金
株式会社）入社

0株

平成10年６月 同社 取締役
平成11年６月 同社 常務執行役員
平成15年４月 同社 専務執行役員
平成15年６月 同社 取締役専務執行役員
平成17年４月 同社 代表取締役副社長
平成17年６月 同社 代表取締役社長
平成24年10月 新日鐵住金株式会社 代表取締役社長 兼 

COO
平成26年４月 同社 代表取締役副会長
平成27年４月 同社 取締役相談役

現在に至る
（注）	１．	各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
	 ２．	（　）内は当社における現在の担当を表示しております。
	 ３．	伊藤邦雄氏、池田弘一氏および友野　宏氏は、社外取締役候補者であります。
	 ４．	�社外取締役候補者が現に当社の社外取締役または監査役であるとき、これら役員に就任してからの年数は次の

とおりであります。
		  ①�伊藤邦雄氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、その在任期間は、本総会終結の時をもって３年とな

ります。
		  ②�池田弘一氏は、現在、当社の社外監査役でありますが、その在任期間は、本総会終結の時をもって４年とな

ります。
	 ５．	�当社は、伊藤邦雄氏および池田弘一氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として、また、友

野　宏氏を独立役員の候補者として指定し、同取引所に届け出ております。
	 ６．	�伊藤邦雄氏につきましては、長年にわたる大学教授としての会計学、経営学等の専門的な知識と企業の社外役

員としての豊富な経験を当社経営の監督に活かしていただくため、社外取締役として選任をお願いするもので
あります。なお、同氏は、社外役員以外の方法で会社経営に関与したことはありませんが、上記理由により、
当社の社外取締役としての職務を適切に遂行していただくことができると判断しております。

		�  また、池田弘一氏および友野　宏氏につきましては、事業法人の経営者としての豊富な経験と幅広い見識を当
社経営の監督に活かしていただくため、社外取締役として選任をお願いするものであります。

	 ７．	社外取締役候補者と当社が締結し、または締結する予定の責任限定契約の概要は次のとおりであります。
		  ①�伊藤邦雄氏と当社とは、同氏が当社の社外取締役として職務を行うにつき、会社法第423条第１項に定める

社外取締役の当社に対する損害賠償責任について、会社法第425条第１項各号に定める金額の合計額を限度
とする、責任限定契約（以下、「社外取締役としての責任限定契約」）を締結しております。

		  ②�池田弘一氏と当社とは、同氏が当社の社外監査役として職務を行うにつき、会社法第423条第１項に定める
社外監査役の当社に対する損害賠償責任について、会社法第425条第１項各号に定める金額の合計額を限度
とする、責任限定契約を締結しております。

		  　�池田弘一氏が社外取締役に選任された場合は、同氏と当社は、「社外取締役としての責任限定契約」を締結
する予定であります。

		  ③�友野　宏氏が社外取締役に選任された場合は、同氏と当社は、「社外取締役としての責任限定契約」を締結
する予定であります。
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― （47） ―

　第２号議案　監査役３名選任の件
　�　監査役　赤坂貴夫氏、長松謙哉氏および池田弘一氏の３名は、本総会終結の時をもって任期

満了となりますので、監査役３名の選任をお願いするものであります。
　　なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。
　　監査役候補者は次のとおりであります。

候補者
番号

氏　　　　　名
生　年　月　日

略歴、当社における地位および
重要な兼職の状況

所有する当社
株 式 の 数

１ 長
なが

　松
まつ

　謙
けん

　哉
や

昭和26年11月５日生

昭和50年４月 当社入社

14,000株

平成13年６月 大分工場総務部長
平成15年６月 人事室部長
平成17年４月 株式会社住化ヒューマンサポート出向
平成20年10月 住友化学上海有限公司出向兼住化人力資

源管理服務（大連）有限公司（現：住化
商務服務（大連）有限公司）出向

平成21年６月 愛媛工場副工場長
平成22年４月 愛媛工場副工場長兼大江工場総務部長
平成23年６月 監査役（常勤）

現在に至る

2 吉
よし

　田
だ

　裕
ひろ

　明
あき

昭和31年３月２日生

昭和55年４月 当社入社

3,000株
平成21年６月 内部監査部長
平成22年２月 石油化学業務室部長
平成24年４月 ラービグ計画業務室部長兼石油化学業務

室部長
現在に至る

3 加
か

　藤
とう

　義
よし

　孝
たか

昭和26年9月17日生

昭和49年11月 監査法人太田哲三事務所（現：新日本有
限責任監査法人）入社

0株

昭和53年９月 公認会計士登録
平成10年５月 太田昭和監査法人（現：新日本有限責任

監査法人）代表社員
平成18年６月 新日本監査法人（現：新日本有限責任監

査法人）常任理事
平成20年８月 新日本有限責任監査法人 理事長
平成26年６月 同法人退社

現在に至る
（注）	１．	各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
	 ２．	�加藤義孝氏は、社外監査役候補者であります。
	 ３．	�当社は、加藤義孝氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員の候補者として指定し、同取引所に届

け出ております。
	 ４．	�加藤義孝氏につきましては、長年にわたる公認会計士としての専門的な知識と豊富な経験を当社の監査に活か

していただくため、社外監査役として選任をお願いするものであります。なお、同氏は、これまで会社経営に
関与したことはありませんが、上記理由により、当社の社外監査役としての職務を適切に遂行していただくこ
とができると判断しております。

	 ５．	�加藤義孝氏と当社は、同氏が当社の社外監査役として職務を行うにつき、会社法第423条第１項に定める社外
監査役の当社に対する損害賠償責任について、会社法第425条第１項各号に定める金額の合計額を限度とす
る、責任限定契約を締結する予定であります。

以　上　
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東京ダイヤ
ビルディング

カメヤマ
ローソク

みずほ
銀行

郵便局

ドーミーイン
東京八丁堀

越前堀
薬局

明正
小学校

内田洋行

ロイヤル
ホスト

東京マツダ

スマイル
ホテルファミリー

マート

花王auショップ
八丁堀

ホテル法華イン
八丁堀

石橋
 ビル

八千代
銀行

至銀座 至人形町
日比谷線 日比谷線新大橋通り

鍛冶橋通り

亀島橋
新亀島橋

霊岸橋

東
西
線

京
葉
線

八
丁
堀
駅

全印健保
会館

ホテルヴィラ
フォンテーヌ

茅場町

Ａ４出口
Ａ1
出口

Ｂ2出口
（エレベータ有り）

北

１番
出口

３番
出口

茅場町駅八丁堀駅

至
佃・月

島

至
門
前
仲
町 永代橋

歩道橋

湊橋

豊海橋

隅田川

隅田川

株主総会会場
(東京住友ツインビルディング東館)

亀
島
川 日

本
橋
川

永
代
通
り

明
正
通
り

八
重
洲
通
り

東16系統
住友ツインビル前
バス停

東16系統
住友ツインビル前
終点バス停

南高橋

高橋

Ｂ３出口

越前堀児童
公園

至
東
京
駅

至
東
京
駅

Ｂ４出口

株主総会会場ご案内図
東京住友ツインビルディング東館 13階当社会議室

（東京都中央区新川二丁目27番１号）

● 会場には駐車場の用意がございませんので、ご了承ください。
● 最寄り駅
・JR東京駅　八重洲南口より都営バス（東16系統）約10分、住友ツインビル前下車
・JR京葉線　八丁堀駅（Ｂ４新川方面出口）より点線の経路を徒歩約10分
・地下鉄日比谷線　八丁堀駅（Ａ４出口）より点線の経路を徒歩約10分
・地下鉄東西線　茅場町駅（１番出口）より点線の経路を徒歩約15分
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